
阪神高速道路株式会社

年 7 月 28 日

年 7 月 30 日

1. 1. 1.

天保山大橋橋梁点検台車更新工事（2026-岸）工事名  ：

2026年7月30日

記載箇所 回　答

入札説明書及び設計図書等に対する質問回答書

2026

2026

問合せ日：

回  答  日：

質問

別表-4.1

別記様式-2.1

ご記載の通りとお考え下さい。なお、添付1の
通り別記様式2-1を修正いたします。

【別表-4.1】評価項目及び評価点の項目には記

載がない【別記様式2-1】週休2日工事の認定は

評価項目に当たらないと考えてよろしいでしょ

うか。

以上以上
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添付１
＜別記様式-2.1企業実績＞



（別記様式-2.1） （用紙A4）

配点率 評価点

※若手技術者は、確定している場合のみ１名を記載。 合計

若手技術者名

若手技術者の
配置

発注者名

表彰
【他の発注機

関】

工事成績評定点

工事成績評
定点

発注者区分

点

表彰
【阪神高速道
路(株)】

カーボンニュー
トラルに関する
取組実績

ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗ
ﾝｽ

(WLB)関連
の認定

天保山大橋橋梁点検台車更新工事（2026-岸）

会社名：

（建設工事共同企業体の場合は、この欄に共同企業体名を併記してください）

ＩＳＯの取得

労働安全衛
生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼ
ｽﾃﾑの認定

企業の施工実績

実績区分

申請対象工事名：

同種工事

類似工事

阪神高速道路会社・同グループ

高速道路会社・同グループ、指定都市道路公社

国の機関、独立行政法人等の政府関係機関

都道府県、政令指定都市、同関係機関

市町村、同関係機関

公益民間企業(鉄道・空港・電気・ガス・通信)

その他民間企業

工事成績評定点が８０点以上

工事成績評定点が７５点以上８０点未満

工事成績評定点が７０点以上７５点未満

工事成績評定点が７０点未満、又は工事成績評定点なし

表彰が２件（社長表彰２件）

表彰が２件（社長表彰１件＋工事安全管理委員長表彰１件）

表彰が２件（工事安全管理委員長表彰２件）

表彰が１件（社長表彰１件）

表彰が１件（工事安全管理委員長表彰１件）

表彰なし

えるぼし3段階目

ユースエール

ISO 9001

ISO 14001

いずれも認定取得なし

ISO 45001

コスモス(COHSMS)

厚生労働省安全衛生優良企業認定

いずれも認証・認定取得なし

※保有している項目をチェックしてください（複数選択

※保有している項目をチェックしてください（複数選択

※保有している項目をチェックしてください（複数選択可）

SBT、RE100のいずれか又は複数を認定取得

上記の認定取得なし

えるぼし2段階目 えるぼし1段階目

表彰が２回

表彰が１回

表彰なし

担当技術者（35歳以下）を専任配置しない

担当技術者（35歳以下）を専任配置する

（若手技術者が確定していない場合は誓約書（別記様式-3.2.2）について記載のこと)

上記認定なし

プラチナくるみん くるみん(R7.4以降基準) くるみん(R7.3までの基準)

プラチナえるぼし

トライくるみん



（別記様式-2.1） （用紙A4）

円

（自） (西暦) 年 月 日

（至） (西暦) 年 月 日

協定方式

実績工事名

工事概要

出資比率

共
同
企
業

コリンズ登録

コリンズ登録番号

工事場所

契約金額

工期

受注形態 単体 共同企業体（下記について記載のこと）

甲型 乙型

なし あり（下記について記載のこと）



（別記様式-2.1） （用紙A4）

（入札説明書において同種工事等の施工実績要件が２種類以上設定されている場合の２件目記載用）

配点率 評価点

合計

円

（自） (西暦) 年 月 日

（至） (西暦) 年 月 日

協定方式

会社（共同企業体）名：

以下は、必要に応じて使用してください。

発注者区分

工事場所

発注者名

コリンズ登録番号

企業の施工実績［２件目］

実績区分

工事概要

出資比率

コリンズ登録

工事成績評
定点

工事成績評定点

契約金額

共
同
企
業

実績工事名

工期

受注形態

点

同種工事

類似工事

阪神高速道路会社・同グループ

高速道路会社・同グループ、指定都市道路公社

国の機関、独立行政法人等の政府関係機関

都道府県、政令指定都市、同関係機関

市町村、同関係機関

公益民間企業(鉄道・空港・電気・ガス・通信)

その他民間企業

工事成績評定点が８０点以上

工事成績評定点が７５点以上８０点未満

工事成績評定点が７０点以上７５点未満

工事成績評定点が７０点未満、又は工事成績評定点なし

単体 共同企業体（下記について記載のこと）

甲型 乙型

なし あり（下記について記載のこと）



（別記様式－２．１）の作成上の留意点 

 

記入に関する基本留意事項 

注１）本様式中の○（丸印）又は□（四角印）について、該当する項目に印（しるし）を記

載の上、作成してください。 

注２）本様式中の水色網掛部に必要事項を記載の上、作成してください。 

注３）本様式中の灰色網掛部への記載は不要です。 

なお、申請書作成用ファイル（エクセル）を用いる場合は、配点率・評価点の欄（灰

色網掛部）に必要事項が自動入力されますが、当該内容については修正・編集等を行

わないようにしてください。また、エクセルの様式以外のシートについても、記載さ

れた内容を確認するために阪神高速が用いるため、修正・編集等を行わないようにし

てください。 

自動入力される配点率・評価点については、申請書確認時の補足情報として阪神高

速が用いるものであり、申請時において当該内容（評価点）が確定するものでありま

せんのでご留意ください。 

※技術評価を行わず、参加資格要件の確認のみを行う工事については、技術評価点

の配点がないことから、配点率・評価点の欄（灰色網掛部）は「－（ハイフン）」

として表示しています。 

 

施工実績の記入に関する留意事項 

注４）施工実績は、別表－２に示す施工実績に該当する元請けとしての代表的な工事を１

件記載してください。 

なお、入札説明書において同種工事等の施工実績要件が２種類以上設定されてい

る場合で、別々の工事による実績が認められる場合は、それぞれの実績を１件ずつ記

載してください。  

注５）当該施工実績は、申請書等の提出期限日までに引き渡しが完了しているものに限り

ます。 

なお、この様式（別記様式－２）に必要事項を記入し提出しただけでは施工実績

の証明とはなりません。下記に示す施工実績の証明資料等の添付漏れがないよう留

意ください。なお、記載内容又は証明資料等に不備がある場合は、原則、施工実績

として認められない（競争参加資格を認められない）ので注意してください。 

注６）海外での施工実績については下記のとおり取り扱います。 

ⅰ）国土交通省の海外インフラプロジェクト技術者認定工事 

当該制度により認定され、コリンズ登録された工事について、企業の施工実績と

して取り扱い、発注者区分は「国の機関、独立行政法人等の政府関係機関」と同

等として取り扱います。 

ⅱ）上記以外の海外での施工実績 

企業の施工実績として取り扱い、発注者区分は「その他民間企業」と同等として



（別記様式－２．１）の作成上の留意点 

 

取り扱います。なお、施工実績となる工事の発注者は下記のいずれかである必要

があります。 

a) 日本以外の国又は地域に存する中央政府の機関又は地方政府の機関若しくは

政府機関に準じる法人（BOT その他 PPP 形式の事業における特定目的会社

を含む。）※ 

b) 国際機関 

c) 日本国政府又は日本の政府関係機関（独立行政法人又は政府系金融機関） 

※a)については、効力を有する政府調達に関する協定を適用している国及び地

域並びに我が国に対して、建設市場が開放的であると認められる国及び地域以

外の国又は地域とします。 

注７）ⅰ）単体で申請する場合 

単体で申請する場合は、別表－２の施工実績があることを確認できる必要項目

を記載してください。 

ⅱ）経常建設共同企業体（経常ＪＶ）で申請する場合 

経常建設共同企業体の場合は、いずれかの構成員が、別表－２の施工実績があ

ることを確認できる必要項目を記載してください。 

ⅲ）特定建設工事共同企業体（特定ＪＶ）で申請する場合 

特定建設工事共同企業体の場合は、代表者及び全ての構成員が、別表－２の施

工実績があることを確認できる必要項目を、それぞれ別に記載してください。 

なお、技術評価を行う工事の場合、代表者及び各構成員の中で最も評価の高い

者で評価を行うものとします。 

注８）工事成績評定点について、発注機関に通知制度がない場合は「評定制度なし」、工事

成績評定書等を紛失した場合は「紛失」と記載してください。 

※建築モデルや工事成績評定点について技術評価を行わない工事については、この

項目は対象外です。 

 

記載内容証明のための書類提出に関する留意事項 

注９）施工実績の確認は、提出された資料のみで行います。そのため、証明資料は、施工実

績を証明する資料となりますので、工事内容等の変更があった場合は、最終契約時の

資料を添付してください。 

注１０）施工実績の確認を行うため、下記事項が確認できる資料を提出してください。 

イ）工事名、工期、発注機関名、受注者名 

ロ）共同企業体としての施工実績の場合は、各社の構成比率 

ハ）工事実績が確認できる工事内容 

一般財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報システム（以下「コ

リンズ」という。）」に上記イ）～ハ）の全てが確認できる内容が登録された工



（別記様式－２．１）の作成上の留意点 

 

事については、コリンズ登録番号を記載し、その登録されている内容が分かる

資料（登録内容確認書等）を提出してください。（この場合、契約書等の写しの

資料の提出は不要です。） 

なお、コリンズの登録内容確認書等で上記イ）～ハ）が確認できない場合は、

確認できる資料（契約書、設計書、特記仕様書、数量明細書、図面等の所定の

部分の写し）を含めて提出してください。 

また、コリンズ登録を「なし」とした場合も、上記イ）～ハ）の全てが確認

できる資料を提出してください。 

注１１）各発注機関から通知された工事成績評定点の写しを提出してください。また、発

注機関に通知制度がない場合は、根拠（後年度に施行された要領等）があれば提

出してください。 

注１２）入札説明書において使用予定機器等の納入実績として求めている場合は、下記の

資料を提出してください。 

ア）同種工事又は類似工事で実績として求めている機器を納入した実績（別記様式

２で記載した実績以外にも実績がある場合には複数記載）。 

なお、阪神高速実績に限りません。 

イ）保守技術支援体制等（所在地等が確認できるもの） 

なお、提出がない場合は評価の対象としないので注意してください。（実績及び

支援体制がないものと判断し、競争参加資格を認められない場合があります。） 

注１３）新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため一時中止措置等を行ったことに

より完成していない工事については、最新の契約内容が分かる証明書類に加え、一

時中止について受発注者間で合意した証明書類を添付してください。なお、この場

合、工事成績評定点については加点評価の対象外とします。 

 

以下については、技術評価を行う工事における評価項目に関する留意点です。 

注１４）阪神高速道路(株)の工事に関し、阪神高速道路(株)から過去２年度及び今年度に

おいて、表彰（「優良工事受注者表彰」及び「安全表彰（社⾧表彰又は工事安全

管理委員⾧表彰）」）を受けたことがある場合は、表彰状又は表彰案内文書の写し

を提出してください。なお、提出できる表彰は２件までとします。ただし、感謝

状等は、表彰の対象外とします。 

注１５）他の発注機関の工事に関し、当該発注機関から過去２年度及び今年度において表

彰（工事の安全管理、品質確保及び品質向上に寄与するものとして表彰されたもの

（厚生労働大臣及び各労働基準局⾧からの優良表彰を含む））、又は国の機関・政府

関係機関が主催・後援する協議会等がリサイクルの推進・取組に対して実施するも

ので、各協議会会⾧等の当該機関の⾧からの工事に関する表彰を受けたことがある

場合は、その写しを提出してください。なお、提出できる表彰は２件までとしま



（別記様式－２．１）の作成上の留意点 

 

す。（対象となる他の発注機関の表彰は、（別表－４）の企業の施工能力等に係る評

価基準（標準）を参照してください。）ただし、感謝状等は、表彰の対象外としま

す。 

注１６）ISO9001 及び ISO14001 のいずれか又は両方を認証取得している場合は、認証の

取得に係る登録証の写しを添付してください。ただし、提出期限時点において有

効な証明書を対象とします。 

注１７）労働安全衛生マネジメントシステム（コスモス(COHSMS)認定、ISO45001 のい

ずれか）又は厚生労働省安全衛生優良企業認定を取得している場合は、認定証の

写しを添付してください。ただし、提出期限時点において有効な認定証を対象と

し、競争参加申請を行う支社・作業場等に対して有効な認定証を対象とします。 

注１８）ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽ(WLB)関連の認定を取得している場合は、認定証等の写しを添

付してください。ただし、提出期限時点において有効な認定証等を対象としま

す。 

注１９）カーボンニュートラルに関する取組として SBT 認定または RE１００を取得して

いる場合は、認定取得が確認できる資料（公表しているホームページの写し等）を

添付してください。なお、「財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則」

第 8 条第 8 項の「関係会社」において SBT 認定、RE100 を取得している場合も評

価の対象とします。 

 

若手技術者の配置の記入に関する留意事項 

注２０）担当技術者として 35 歳以下の技術者を専任配置する場合は、「担当技術者（35 歳

以下）を専任配置する」を選択してください。なお、申請時に若手技術者を確定で

きない場合は、誓約書（別記様式-3.2.2）を提出してください。 

※証明資料等の留意事項については下記の記載内容証明のための書類提出に関す

る留意事項を参照してください。 

注２１）当該申請を行う担当技術者は、本工事に専任配置（監理技術者（又は主任技術者）

及び監理技術者補佐との兼任は不可）を行い、コリンズへ登録を行ってください。 

また、配置及び配置期間に関する取扱は上記の配置予定技術者の規定に、交代に

ついては入札説明書の 1７．配置予定技術者の確認に準じるものとします。 

※チャレンジ型等、技術評価を行わず参加資格要件のみ求める工事については、この項目

は対象外です。 

注２２）各添付資料は、阪神高速道路（株）が求めている内容を確認できる記載部分を除き、

それ以外の個人情報（住所、生年月日、家族構成等）は黒塗りしてください。 

（下記の若手技術者の年齢確認を行う証明資料における生年月日は、35 歳以下であ

ることを確認する必要があるため黒塗りしないでください。） 

注２３）若手技術者の専任配置を行う場合、申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係が分か
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る公的機関発行資料の写しを提出してください。（競争参加資格資料提出日以前に３

か月以上の雇用関係があることを確認するため。）また、申請日時点において、専任

させる若手技術者が 35 歳以下であることが確認できる資料を提出してください。 

 

 

 

 


